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性／母親」政策をいかに変容させたか、という３つの分析視角を設定した。      
 

































































































































                      
【終章】 
終章では、本研究で設定した３点の分析視角に関する知見を整理したうえで、研究目的
に照らして全体的考察を行った。全体的考察は、①社会福祉におけるセクシュアリティ統
制の構図、②セクシュアリティ統制に抗う視座からの社会福祉の再構築という 2 点から論
じ、そのうえで、本研究の限界と今後の課題を提示した。 
  
 まず、研究目的①「社会福祉におけるセクシュアリティ統制の構図」においては、「女性
の身体への集約化／個人化」「“産まない身体”への規律化」「ラべリングとスケープゴート
化」「非対称性の制度的温存」という観点から統制の構図を整理した。 
第一の「女性の身体への集約化／個人化」としては、買売春による金銭の授受であれ社
会保障制度による金銭（手当）の授受であれ、「金銭給付を受ける側にある女性」に個人的
努力が要請される仕組みがあることを指摘した。つまり、売春従事女性には「性を売る身
体」として性道徳的な矯正や更生が個人的努力として求められている。社会の善良の風俗
を維持するために改変すべきは女性の身体であり、買春行為は問われることなく、女性の
「性を売るという個人の行為」のみ焦点化される。一方、シングルマザーには「労働する
身体」として経済的自立への個人的努力が求められる。離婚や非婚の「相手方」である離
別した親には努力義務が課せられず、子どもを養育する女親には「労働による自立促進」
への努力や養育費確保の努力が強調され、「自立への努力義務」の「女性の身体への集約化」
が図られていることを指摘した。 
 第二の「“産まない身体”への規律化」では、「性を売る身体」「労働する身体」として規
範化される女性を統制する手段のひとつが、「産まない身体」への規律化であることを指摘
した。「産まない身体」として女性が規律化される買売春の世界では、「母親である売春従
事女性」は「母親役割を解除したエロス化された身体」とみなされる。一方、非婚母子世
帯への制度運用上の負のサンクションの行使には、シングルマザーの「恋愛の禁忌」とい
う手段がとられ、規範的身体へと女性を規律化する社会福祉のアプローチがあることを指
摘した。 
第三の「ラべリングとスケープゴート化」では、買春男性の不処罰のために「スケープ
ゴート」とされたのが売春従事女性であり、そのなかでも更に「街娼」をスケープゴート
化する方策がとられたこと、一方、「労働する身体」を規律化するのが母子世帯のなかでも
「生別の母親」をスケープゴート化する方策であり、かつ、「非婚の母親」をスケープゴー
ト化する方策がとられたことを指摘した。つまり、「重層的なスケープゴート化」という手
段が行使されており、女性へのラベリングを通して女性の意識そのものを拘束している態
様を指摘した。 
第四の「非対称性の制度的温存」では、法制度がもたらすジェンダーの非対称性は、性
の二重規準に貫かれた売春防止法においても、母親に自助努力を要請する母子及び寡婦並
びに父子福祉法においても同様であることを指摘した。売春防止対策も母子福祉対策も、
そこに現れている女性の暴力被害、言い換えれば男性等の暴力加害を政策的に不問にする
ことによって、ジェンダーの非対称性を温存させてきたといえる。 
 次に、研究目的②「セクシュアリティ統制に抗う視座からの社会福祉の再構築」につい
ては、「社会福祉事業としての婦人保護事業の再構築」「女性政策の視角からの母子福祉事
業の再構築」「女性支援と児童福祉の接合」「女性の生き方に中立な社会福祉政策」「反性暴
力・脱性暴力の社会福祉の構築」「ジェンダー関係の変革と男性のセクシュアリティ」とい
う諸点から、社会福祉の再構築の方途を整理した。 
まず、「社会福祉事業としての婦人保護事業の再構築」としては、「性差別と女性蔑視思
想に支配された売春防止法」による婦人保護事業体制を 60年間も放置してきた問題と女性
支援の政治性を問い、婦人保護事業の再構築は売春防止法の改正とセットのものとして社
  
会福祉の立場からも推進する必要があることを指摘した。そのうえで、「婦人保護事業」と
いうジェンダー・バイアスを内在した事業名称を改め、政府による基本方針・基本計画の
立案と市町村行政における事業推進の責務を明確にする取り組みが求められることを提示
した。  
次に、「女性政策の視角からの母子福祉事業の再構築」では、母子福祉対策においてもド
メスティック・バイオレンス被害を可視化し、政府の計画や基本方針に DV被害からの回復
を位置づける必要と、「就労促進による自立」というジェンダー中立的な自立規範の再検討
が必要であることを指摘した。また、「女性支援と児童福祉の接合」では、「産まない身体」
として女性を規律化する問題を改め、妊娠／出産／養育を視野に入れた支援体系が必要で
あることを指摘した。 
更に、「女性の生き方に中立な社会福祉政策」では、家族形成権の視角を社会福祉政策に
導入することを提起した。これまでの社会福祉は、法的家族モデルがもたらす差別や法的
家族の虚構性に無批判なまま、ケアの社会化や家族支援に関わる研究や実践を蓄積してき
た。しかし、堅牢な家族制度を保持するために活用されてきたのが、婚姻内の性と婚姻外
の性を差別化する女性のセクシュアリティの統制であり、そのような統制機能の基盤はジ
ェンダー秩序を強化する戸籍制度と民法の諸規定によって与えられてきた。夫権的家父長
制を支える日本の婚姻秩序は、そこに埋め込まれるジェンダーに基づく力関係の不均衡に
よって、女性に対する暴力を生みだす社会的機構のひとつとなっている。そこで、世界性
の健康学会が採択した「性の権利宣言」における「暴力からの自由」「家族への自由／家族
からの自由」に関わる諸事項を、社会福祉研究／社会福祉実践に適用させることが有効で
あることを指摘した。「家族を形成するかしないか」「どのような家族を形成するのか」と
いった家族形成に関わる権利、及び、家族を解消する権利を軸に、生き方に中立な制度・
政策を構築していく必要がある。 
「反性暴力・脱性暴力の社会福祉の構築」「ジェンダー関係の変革と男性のセクシュアリ
ティ」では、セクシュアリティ統制を解除する重要な鍵が反性暴力・脱性暴力にあり、そ
のことに社会福祉がいかに取り組むかが問われていることを指摘した。そのためには、「男
性／男性性」をめぐる社会規範やジェンダー関係をいかに変革するか、という命題に社会
福祉が取組むことが必要である。 
 
